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「臨時放送関係法制調査会 答申書」
～1960年代の放送制度論議の記録（1）～

メディア研究部  村上聖一

はじめに
2010年の放送関連4法の一本化に見られる

ように，近年，放送分野では重要な制度改正
が相次ぎ，放送制度の見直しをめぐる議論はそ
の後も続いている。もっとも，制度改正をめぐ
る主要な論点の多くは，最近浮上したものでは
なく，1950年の放送法制定直後から議論が続
いてきたものである。番組規律や規制監督機
関のあり方にしても，公共放送の財源にしても，
半世紀以上にわたり，さまざまな形で議論が繰
り返されてきた。
「放送史料 探訪」では，そうした議論の経過

を知ることができる資料として，今回と次回の
2回にわたり，1960年代の放送制度論議に関
する資料を紹介する。

1960年代は，テレビが普及する中，ラジオ
放送のみだった時期に制定された放送法の見
直しの必要性が高まり，その抜本改正に向け
て政府内で本格的な検討が始まった時期にあ
たる。今回は，改正に向けて当時の郵政省が
設けた有識者会議，臨時放送関係法制調査会
の答申書を取り上げる。

 

答申書の概要
臨時放送関係法制調査会（以下，臨放調と

略記）は，政令に基づいて郵政省が設置した
有識者会議で，1962年10月から1964年9月に
かけて57回にわたって開かれた。構成員は表

1のとおりで，幅広い分野から人選がなされた。
これ以前にも，郵政省は放送法改正に向けて
有識者会議を開いているが，放送制度全般に
わたる議論がなされ，また，関係者の意見も
含め，まとまった形で記録が公表されている会
議はこれが初めてである。

臨放調は1964年9月に答申をまとめ，徳安
実蔵郵政大臣に提出した。答申書は2部構成
になっており，第1部が答申要綱，第2部が答
申の本文である。第1部の答申要綱は，答申
本文の要約であることから，ここでは第2部を
中心に見ていく。なお，答申書はこのあと触れ
る資料編とあわせて，1964年に電波振興会か
ら刊行された。

答申の内容は，放送制度全般にわたっている
（表2）。具体的に見ていくと，まず，放送の基
本的な体制については，全国的な公共放送事「臨時放送関係法制調査会」答申書と資料編

期　間 1962年10月11日〜1964年9月8日

構成員

【会　長】
松方三郎  共同通信社顧問

【副会長】
大野勝三  国際電信電話社長

【委　員】
秋山龍  日本空港ビルデング社長
金子鋭  富士銀行会長
川北禎一  日本興業銀行相談役
渋沢秀雄  随筆家
荘原進  日本中央競馬会参与
田上穣治  一橋大学法学部長
丹羽保次郎  東京電機大学学長
波多野完治  お茶の水女子大学教授
御手洗辰雄  評論家
宮沢俊義  立教大学法学部教授
村岡花子  評論家
諸井貫一  秩父セメント社長
山田節男  国際開発協力会副会長

【監　事】
山本千吉郎 郵政参事官

表 1　臨時放送関係法制調査会の概要
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業体のNHKと，経営の自由を持ち地域社会と
の密着性を主な使命とする民放との2本立て体
制を維持すべきとした。また，放送番組の適
正化については，番組審議機関の改善を図ると
ともに，NHKと民放が共同で番組に関する世
論調査機関を設置するのが望ましいとした。

さらに，放送行政の公正中立と一貫性を保
つために，放送行政に関する委員会を設置し，
郵政大臣は放送局免許などの基本的事項につ
いて，委員会の議決に基づいてのみ権限を行
使すべきとしたほか，放送用電波の割当計画や
マスメディア集中排除原則の根拠を法律に明示
することを提言している。

ただし，提言はこのあと直ちには制度改正
に結びつかなかった。答申を受けて郵政省は
1966年3月に放送法改正案を国会に提出した
ものの，他の案件で国会が混乱したことで同
年6月に廃案となり，放送法の全面改正は20
年余りのちの1988年まで持ち越された。

答申の持つ意義
しかし，このとき改正問題に決着がつかな

かったこともあって，臨放調の答申は，その後
の放送制度の見直しに向けた議論で長らく参照
され続けることになった。

しばしば引用されるのが，受信料制度に関す
る説明である。答申では，NHKの受信料につ
いて，「国がその一般的な支出に当てるために
徴収する租税ではなく，国が徴収するいわゆる
目的税でもない。国家機関ではない独特の法
人として設けられたNHKに徴収権が認められ
たところの，その維持運営のための『受信料』
という名の特殊な負担金と解すべきである」と
述べている（下線は筆者。以下同様）。

 

こうした説明は，その後，さまざまな場で繰
り返されている。1980年には当時の内閣法制
局長官が，受信料について，「公共的放送を
NHKの業務として行わせるための一種の国民
的な負担」（参議院予算委員会・1980年3月17 
日）とする見解を示し，その後も，政府は「公
共放送の社会的使命を果たすために必要な財
源を広く国民・視聴者の皆様に御負担いただ
く，公平に御負担いただく特殊な負担金」（衆
議院総務委員会での高市総務大臣の答弁・
2016年2月26日）といった説明を行っている。
NHKも「受信料とは，公共放送としてのNHK
の自主自律，放送の不偏不党を財政面から保
障するものであり，NHKを維持・運営するた
め，法律によってNHKにのみ徴収権が認め
られた『特殊な負担金』である」（『NHK年鑑
2017』）と説明している。

さらに，1980年代以降，答申の提言に沿っ
た形で法改正が図られた点は多い。例えば，
NHKと民放の二元体制を踏まえて放送法の

表 2　答申書の構成
第1部

答申要綱
答申本文（下記）を整理して要約

【全27頁】

第2部
答申

第1章 現行放送法制と放送の現状
第2章 放送の規律と電波の計画的使用
第3章 放送の体制及び関連事項
第4章 免許制度
第5章 日本放送協会
第6章 民間放送事業者
第7章 放送番組の編集等
第8章 放送番組の適正化のための機関
第9章 教育放送
第10章 放送行政の機構及び放送法制の体系

【全107頁】

受信料に関する記述（答申書 82 頁）
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構成を改める点や，郵政大臣に放送普及基本
計画や周波数使用計画の策定を義務づけると
いった点は，1988年の放送法・電波法の改正
で実現が図られた。

また，実現はしていないものの，放送行政
を担当する機関を政権から距離を置いた独立
性の高いものにすべきではないかという議論は
その後も続いている。規制監督機関の組織形
態やその役割など，制度設計にあたっての論
点の多くは，すでに臨放調での議論で出され
ており，そうした点からも答申を読み返す意義
は薄れていないと言える。

当時の論点がわかる資料編
さらに答申書には，426頁からなる資料編が

付されている。ここからは1960年代の放送制
度の概要や放送事業者の経営の実態，さらに
は，放送制度の見直しに向けて関係者がどのよ
うな主張を行っていたのかを知ることができる。

資料編は11項目からなっている（表3）。この
うち，「第2 放送の沿革と現状」では，放送に
関する年表や放送関係法令，放送局の置局状
況・免許申請状況がまとめられており，当時の
放送の概要や放送政策の実態が把握できる。
また，当時の放送事業者や新聞社の考え方が
詳しく読み取れる資料としては，「第6 各方面
の意見」などがある。

現在では，有識者会議の関連資料はイン
ターネットで公開されることが多いが，1960年
代の政策決定過程を検証することができる資
料は限られる。資料編に掲載された情報は，
現在では他の文書などでは確認することが難
しいものもあり，放送政策を検証するうえで臨
放調の資料に依存する点は多い。

具体的に内容を見ていくと，「第7 放送関係

法制に関する検討上の問題点とその分析（郵政
省提出）」は，当時の郵政省の事務当局の考え
方が示された資料である。現在とは異なる考え
方が示されている点もあり，郵政省の見解の変
遷がわかるという点で興味深い。

その後も言及されることが多いのが，政治的
公平や論点の多角的解明を定めた放送法の番
組準則（現在は放送法4条で規定）に関する見
解である。ここでは，「法が事業者に期待すべ
き放送番組編集上の準則は，現実問題として
は，一つの目標であって，法の実際的効果とし
ては多分に精神的規定の域を出ないものと考
える。要は，事業者の自律にまつほかはない」
と記述されている。

 

郵政省はその後，放送事業者が番組準則に
違反した場合，郵政大臣は電波法に基づく放
送局の運用停止命令を出すことができるとする
見解を示すようになった。そして，郵政省が総

第1 臨時放送関係法制調査会の設置及び運営
第2 放送の沿革と現状
第3 公聴会実施報告
第4 放送に関する世論調査結果概要
第5 海外調査報告
第6 各方面の意見
第7 放送関係法制に関する検討上の問題点とその分析

（郵政省提出）
第8 臨時放送法審議会答申
第9 FM放送に関する調査報告
第10 行政管理庁の電波監理行政監察結果に基づく勧告
第11 臨時放送関係法制調査会会議資料目録

【全426頁】

表 3　資料編の内容

番組準則に関する記述（資料編 362 頁）
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務省に移行したあとも番組準則には法規範性
があるという解釈は維持されている。しかし，
この資料からは，郵政省の事務当局が，現在
と比べても，放送事業者の自律をきわめて重視
した見解を示していたことがわかる。

さらに，「第6 各方面の意見」には，NHKや
民放連，新聞社が調査会に提出した意見がま
とめられており，放送制度についてそれぞれの
関係者がどのような見解を持っていたのかがわ
かる。このうち，民放連は臨放調に対して，3
回にわたって要望書を提出したことが記録とし
て残されているが，そこからは制度改正に対す
る考え方が次第に変化していったことが読み取
れる。

このうち，1963年3月の最初の要望では，
放送の免許を，放送局というハード部分に関す
る施設免許ではなく，ソフト部分に着目した事
業免許とすることを求めていた。具体的には，

「放送事業の企業的性格に着目し，その存立す
る地域社会の社会的，経済的，文化的事情を
一層考慮した免許がなされなければならない。

（中略）放送事業者の権利と義務を明確にす
るとともに，事業免許制に移行することについ
ても十分検討されたい」と述べている（資料編
282頁）。

しかし，検討が進むにつれて，事業免許を
導入した場合，政府の介入が強まるおそれが
あることが認識されるようになり，同年11月の
2回目以降の意見書では，要望項目から外され
た。民放連は，これ以降，制度改正の検討で
は，地上放送に関してハード・ソフト別の免許
が義務づけられることに対して反対姿勢を示
すことになるが，こうした方向性は臨放調での
議論の過程で固まったことになる。

さらに，NHKの受信料の使途に関連して，

民放連は1964年2月の要望で，NHKの運営に
あてる以外に，NHKの研究機関を独立させて
広く成果を活用できるようにし，そのための費
用としても受信料を使うべきとした。対応を迫
られたNHKは，調査会とは別にNHK内に設
けた有識者会議（放送法制研究会）で受信料
の性格について検討を行っている。NHKとし
ても受信料制度について改めて議論を行う契
機となった。

おわりに
このように臨放調の答申書は，資料編とあ

わせ，1960年代の放送制度の検討状況を包
括的に把握することができる資料となってい
る。放送制度全般を検討した郵政省の有識者
会議がその後，1980年代半ばまで開かれてい
ないこともあり，残された記録は，戦後の放送
制度の検討の過程を検証するうえで欠かすこと
ができない資料と言える。

臨放調の答申は，直ちに放送法改正に結び
つくことはなかったものの，番組準則の解釈や
受信料制度の性格といった，答申書で言及さ
れている事項は，その後の放送制度をめぐる
議論でたびたび参照されている。そうした意味
で臨放調の議論は，放送制度のあり方を考え
ていくうえで振り返るべき原点にもなっている。
今後の放送制度の見直しでも，臨放調が出し
た結論を確認しておくことには一定の意義があ
ると考えられる。
「放送史料 探訪」は次回（2018年11月号）

も，1960年代の放送制度をめぐる議論に焦
点を当てる。次回は，臨放調と並行する形で
NHKが開いた有識者会議「放送法制研究会」
の報告書を取り上げる。  

   （むらかみ せいいち）


